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次
の
す
べ
て
に

該
当
す
る
方

・
平
成　

年
度
の

１９

市
県
民
税
と
所

得
税
の
人
的
控
除
額（
配
偶
者

控
除
、
扶
養
控
除
、
基
礎
控
除

な
ど
）
の
差
の
合
計
額
が
、
市

県
民
税
の
課
税
所
得
金
額
（
分

離
課
税
を
除
く
）
未
満
の
方

・
平
成　

年
度
の
市
県
民
税
と
所

２０

得
税
の
人
的
控
除
額（
配
偶
者

控
除
、
扶
養
控
除
、
基
礎
控
除

な
ど
）
の
差
の
合
計
額
が
、
市

県
民
税
の
課
税
所
得
金
額（
分

離
課
税
を
含
む
）以
上
の
方

・
平
成　

年
中
に
亡
く
な
ら
れ
た

１９

方
・
海
外
へ
転
出
し
て
平
成　

年
１

２０

月
１
日
現
在
で
国
内
に
居
住
し

て
い
な
い
方

・
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
な
ど
に
よ
っ

て
平
成　

年
分
の
所
得
税
が
課

１９

税
さ
れ
な
く
な
っ
た
方

対
象
者

次
の
よ
う
な
場
合
は
減
額
措

置
の
適
用
は
あ
り
ま
せ
ん

　

平
成　

年
度
の
税
制
改
正
に
よ
り
、
税
源
移
譲
が
行
わ
れ
、
所
得

１８

税
と
市
県
民
税
の
税
率
が
変
わ
り
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
所
得
税

率
の
変
更
に
よ
る
税
負
担
が
軽
減
さ
れ
ず
、
市
県
民
税
率
の
変
更
に

よ
る
税
負
担
が
増
加
し
た
方
は
、
既
に
納
付
済
み
の
平
成　

年
度
分

１９

の
市
県
民
税
額
か
ら
、
増
額
と
な
っ
た
市
県
民
税
相
当
額
を
還
付
し

ま
す
。

　

対
象
の
方
に
は
、
６
月
下
旬
に
申
告
書
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
申

告
し
て
く
だ
さ
い
。

《
問
合
せ
》
税
務
課
市
民
税
係
�　

－

９
０
４
５
ま
た
は
各
総
合
支

２２

所
市
民
生
活
課

　

申
告
書
が
届
い
た
方
は
、
７
月

１
日（
火
）か
ら　

日（
木
）ま
で
に

３１

申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
平
成　

年
中
に
本
市
へ

１９

転
入
し
た
方
に
は
、
平
成　

年
中

１８

の
所
得
状
況
等
が
分
か
ら
な
い
た

め
、
申
告
書
を
送
付
し
ま
せ
ん
。

対
象
と
な
る
場
合
は
、
平
成　

年
１９

１
月
１
日
現
在
の
住
所
地
の
市
区

町
村
で
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、

平
成　

年
１９

中
に
本
市

か
ら
転
出

し
た
方
も

平
成　

年
１９

中
の
所
得

状
況
等
が

分
か
ら
な

い
た
め
、

申
告
書
を

送
付
し
ま

せ
ん
。
家
族
等
で
対
象
に
な
る
と

思
わ
れ
る
方
が
あ
り
ま
し
た
ら
、

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

減
税
措
置
を
受
け
る
た
め
に

は
申
告
が
必
要
で
す

平
成
１９
年
分
の
所
得
が
減
っ
て
所
得
税
が
課
さ
れ
な
か
っ
た
方
へ 

市
県
民
税
の
減
税
措
置
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す 

申
告
が
必
要
で
す 

平成18年（度） 市県民税 所得税 

平成19年（度） 
市県民税 所得税 

所得変動が 
ない場合 

平成19年中の 
所得に対して課税 

税源移譲により 
増額となった 
市県民税額 

（減額となった所得税額） 

申告により 

平成19年（度） 
市県民税 所得税 

非課税 

所得変動が 
あった場合 

税源移譲により増額となった  
市県民税相当額が還付されます。 

平成18年中の 
所得に対して課税 

還付 

所得変動に係る経過措置のモデルケース（夫婦） 

●平成１８・１９年ともに給与収入４００万円の場合 

●平成１８年給与収入４００万円、平成１９年所得なしの場合 

平成１９年の所得 
が減少した場合 

平成１８年（度） 

所得税 

市県民税 

合　計 

150,000円 

80,000円 

230,000円 

75,000円 

155,000円 

230,000円 

0円 

80,000円 

80,000円 

0円 

155,000円 

155,000円 

0円 

75,000円 

75,000円 

所得税 

市県民税 

合　計 

平成１９年（度）  所得なし 税源移譲前後の税率を 
それぞれ適用した場合 
の差額（還付額） 

平成１９年（度） 
税源移譲前 税源移譲後 

税源移譲前の税率を適用 税源移譲後の税率を適用 

※一定の社会保険料が控除されるものと 
　して計算しています。 
※このほか、実際の負担増減額には、平 
　成19年から定率減税が廃止された等の 
　影響があることに留意ください。 
※均等割額は除いています。 

が還付 
75,000円 

所得変動に係る経過措置
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て
特
別
徴
収
し
ま
す
。
１
０
０
円

未
満
の
端
数
は　

月
分
で
徴
収
し

１０

ま
す
。

　

た
だ
し
、
保
険
料
額
に
よ
っ
て
、

特
別
徴
収
か
ら
普
通
徴
収
（
納
付

書
や
口
座
振
替
等
で
の
支
払
い
）

に
変
わ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

②
制
度
に
加
入
す
る
直
前
に
被
用

者
保
険
（
政
府
管
掌
健
康
保
険
、

健
康
保
険
組
合
、
共
済
組
合
な

ど
）
の
被
扶
養
者
だ
っ
た
方

　

９
月
ま
で
は
軽
減
措
置
に
よ
り

保
険
料
は
徴
収
し
ま
せ
ん
。　

月
１０

か
ら
平
成　

年
３
月
ま
で
の
間
に

２１

軽
減
後
の
額（
１
、９
５
４
円
）を

特
別
徴
収
ま
た
は
普
通
徴
収
に
よ

り
徴
収
し
ま
す
。

①
と
②
以
外
の
方

　

７
月
か
ら
普
通
徴
収
で
支
払
う

こ
と
に
な
り
ま
す
。
普
通
徴
収
の

納
期
は
７
月
か
ら
翌
年
３
月
ま
で

の
毎
月
９
回
で
す
。

　

た
だ
し
、
普
通
徴
収
の
方
で
も

　

月
以
降
に
特
別
徴
収
に
変
更
す

１０る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
際
に

は
、
特
別
徴
収
開
始
通
知
書
を
事

前
に
送
付
し
ま
す
。

※
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
年
金

額
が
年
額　

万
円
未
満
の
方
や

１８

介
護
保
険
料
と
長
寿
医
療
制
度

（
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
）
保

険
料
を
合
わ
せ
た
額
が
特
別
徴

収
の
対
象
と
な
る
年
金
額
の
２

分
の
１
を
超
え
る
場
合
な
ど
は
、

特
別
徴
収
せ
ず
、
普
通
徴
収
で

支
払
う
こ
と
に
な
り
ま
す（
複

数
の
年
金
を
受
給
さ
れ
て
い
る

①
４
月
か
ら
特
別
徴
収
（
年
金
か

　

ら
支
払
い
）
の
方

　

平
成　

年
度
保
険
料
額
か
ら
４

２０

月
・
６
月
・
８
月
の
特
別
徴
収
額

（
仮
徴
収
額
）を
差
し
引
い
た
残
額

を
、　

月
・　

月
・
２
月
に
分
け

１０

１２

場
合
、
特
別
徴
収
の
対
象
と
な

る
年
金
に
は
天
引
き
の
優
先
順

位
が
あ
り
、
合
計
額
で
は
判
定

さ
れ
ま
せ
ん
）。

　

次
に
該
当
す
る
場
合
は
、
申
請

に
よ
り
保
険
料
の
減
免
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

・
災
害
で
大
き
な
損
害
を
受
け
た

と
き

・
所
得
の
著
し
い
減
少
が
あ
っ
た

と
き

・
他
の
被
保
険
者
や
世
帯
主
が
死

亡
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
世

帯
の
所
得
が
軽
減
判
定
基
準
以

下
と
な
る
と
き

・
一
定
期
間
給
付
の
制
限
を
受
け

た
と
き

※
詳
細
は
、
市
の
窓
口
に
相
談
く

だ
さ
い
。

　

４
月
か
ら
始
ま
り
ま
し
た
長
寿
医
療
制
度
（
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
）
は
、
被
保
険
者
一
人
ひ
と
り
に
保
険
料
を
負
担
い
た
だ
く
こ
と

と
な
っ
て
お
り
、
平
成　

年
度
の
保
険
料
額
決
定
通
知
書
を
、
７
月

２０

中
旬
に
送
付
し
ま
す
。

　

な
お
、
保
険
料
額
は
、
平
成　

年
中
の
所
得
に
応
じ
て
計
算
し
て

１９

い
ま
す
。

《
問
合
せ
》
市
民
課
国
保
医
療
係
�　

－

９
０
６
1
ま
た
は
兵
庫
県

２１

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
事
務
局
�
０
７
８

－

３
２
６

－

２
０
２
1

保
険
料
の
支
払
方
法

申
請
に
よ
り
保
険
料
の
減
免

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す

長
寿
医
療
制
度
（
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
）の 

　
　
　
保
険
料
額
決
定
通
知
書
を
7
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す 

保険料の計算方法 

〔平成１９年中の総所得金額等（※）－３３０，０００円〕×７．１９％ ３９，０９３円 平成２０年度保険料額 
（最高限度額５０万円） ＋ ＝ 

①所得割額 ②均等割額 ① ＋ ② 

　平成１９年中の世帯（世帯主と世帯内の被保険者）の総所得金額等が一定金額以下の場合は、均等
割額が軽減されます。詳細は、被保険者証を送付した際に同封しましたミニパンフレットまたは保
険料額決定通知書に同封するチラシをご覧ください。
※総所得金額等とは収入額から控除額を引いた金額です。この控除額とは、公的年金等控除額、給
与所得控除額、必要経費のことで、所得控除（社会保険料控除、扶養控除等）は含みません。

※出石町奥小野および但東町奥赤の方は、特例により、所得割の料率および均等割額が異なります。


